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議案第９１号 

小田原市農地及び農業用施設災害復旧事業分担金徴収条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、市が農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する

法律（昭和２５年法律第１６９号。以下「法」という。）の適用を受けて行う農地及

び農業用施設の災害復旧事業その他これらに付随して行う災害復旧事業（以下この条

及び次条において「災害復旧事業」という。）に要する経費に充てるため、災害復旧

事業により特に利益を受ける者から地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４

条の規定に基づき分担金を徴収することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （分担金の徴収） 

第２条 市は、災害復旧事業に要する経費に充てるため、当該災害復旧事業の対象とな

る農地の所有者若しくは使用収益権に基づき当該農地を耕作する者又は農業用施設の

所有者であって、市に当該災害復旧事業の実施に係る申請を行ったものから分担金を

徴収する。 

 （分担金の額） 

第３条 分担金の額は、別表の左欄に掲げる事業の区分に応じ、同表の右欄に定める額

とする。 

（分担金の納期限） 

第４条 分担金を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、その

通知の日から起算して３０日を経過した日とする。 

（延滞金） 

第５条 分担金を納期限までに納付しない者に対しては、小田原市諸収入金に対する延

滞金徴収条例（昭和３８年小田原市条例第３５号）の定めるところにより延滞金を徴

収する。 

（分担金の減免） 

第６条 市長は、天災その他特別の事情がある場合は、分担金を減額し、又は免除する

ことができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 
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この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

事業 分担金の額 

法の適用を受けて行う農地及び農

業用施設の災害復旧事業（以下

「法適用事業」という。）であっ

て当該法適用事業に要する費用

（以下「復旧費用」という。）の

額が１，０００万円を超えるもの 

復旧費用の額に１００分の５を乗じて得た額に

６０万円を加算した額又は復旧費用の額から法

適用事業に係る補助金に相当する額を差し引い

て得た額のいずれか少ない額 

法適用事業であって復旧費用の額

が１，０００万円以下のもの 

復旧費用の額に１００分の１０を乗じて得た額

に１０万円を加算した額又は復旧費用の額から

法適用事業に係る補助金に相当する額を差し引

いて得た額のいずれか少ない額 

法適用事業に付随して行う災害復

旧事業 

当該事業に要する費用の額に１００分の１０を

乗じて得た額 

 備考 この表に定めるところにより計算して得た額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てるものとする。 

 

令和 ３ 年１１月２６日提出 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦 

 

（理由） 

 市が災害による被害を受けた農地及び農業用施設の災害復旧事業を実施するに当たり、

復旧費用の一部をその所有者等から分担金として徴収するため提案するものであります。 


